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尾鷲市民憲章（平成２年１０月１日制定） 

 

  尾鷲市は、熊野灘に面し、紺碧の海、緑深い山々に囲まれ、海の幸、山の幸にめぐま 

  れた伝統ある産業と文化の都市です。 

    わたくしたちはこのふるさとに誇りをもち、みんなの力で、豊かな未来を築くため、 

  ここに市民憲章を定めます。 

 

    一 郷土を愛し、清潔でみどり豊かなまちをつくりましょう。 

 

    一 人と人とのつながりを大切にし、思いやりのある住みよいまちをつくりましょう。 

 

    一 未来を担う子らを健やかに育て、夢と希望あふれるまちをつくりましょう。 

 

    一 伝統を生かし、文化の香り高いまちをつくりましょう。 

 

    一 産業を育て、活気あふれるまちをつくりましょう。 

 

尾鷲市章 

 

 

 

 

                                            

                                            「オ」と「鷲」を図案化したもの、五つ 

                                            の部分は合併した五町村を表し、大空に

                                             はばたく大鷲は市運の上昇飛躍発展を

                       意味し全体の円形は円満和合の相を示し

                       ている。 
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都 市 宣 言                                

 

  交通安全都市宣言（昭和３７年３月１２日制定） 

 

    わが国産業経済の伸展に伴い陸運交通量は著しく増加、複雑化し、最近の交通事故 

の激増ぶりは真に憂慮すべきものがある。 

    特にわが尾鷲市は、市中繁華街を国道４２号が縦断し、かつ近年紀勢線の全通、北   

  山道路の新設、諸建設工事の進展等と相まって交通量が急増し、交通事故による犠牲 

者は増加の一途をたどり市民の不安は言語に絶するものがある。 

    よって交通事故の絶滅を期し、強力な施策を推進するため、ここに本市を「交通安 

全都市」とすることを宣言する。 

 

 

  健康都市宣言（昭和３９年６月１５日制定） 

 

    尾鷲市は総合的近代都市の建設を目ざし発展の歩みをつづけている。 

    このとき市民のすべてが身も心も暮しも健康で文化的な生活を営むことを目標とし 

産業、経済、教育、文化、民生などあらゆる施策に全市総力をあげて清く、明るく、 

住みよい健康都市とすることを宣言する。 

 

 

  非核平和都市宣言（昭和６１年３月１８日制定） 

 

    世界の恒久平和は、人類共通の願望である。 

    しかしながら核戦争の危機は依然として存在し、人類の生存に深刻な脅威を与えて 

いる。 

    われわれは、世界唯一の被爆国民として、また戦争の放棄を永久に誓った国民とし 

て人類が再び同じ過ちを繰り返さないよう核兵器の廃絶に向ってできる限りの努力を 

しなければならない。 

    かけがえのない地球の平和と美しい自然を守るため、私たち尾鷲市民は非核三原則 

を堅持し、すべての核兵器がこの地球上から廃絶されることを切望して、ここに非核 

平和都市となることを宣言する。 
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人権尊重都市宣言（平成５年９月２８日制定） 

 

    基本的人権が尊重され、自由で平等な社会を実現することは、すべての人々の強い 

願いであり、人権が侵害されることは、いかなる理由があっても許されない。 

    よって市民１人ひとりが人権尊重の精神に撤し、すべての人々の人権が保障され、 

明るく住みよい社会を築くため、ここに尾鷲市を「人権尊重都市」とすることを宣言 

する。 

 

 尾鷲市ゼロカーボンシティ宣言（令和４年３月１日制定） 

 

  近年の地球温暖化が原因とみられる気候変動の影響は、世界中で深刻な自然災害を

引き起こし、また、わが国においても、ゲリラ豪雨などにみられるこれまでにない 

規模での大雨や大型台風など、異常気象が多発しており、私たちの生活に大きな影響

を及ぼしています。 

  このことは、大台山系を背後に黒潮を臨む本市においても例外ではありません。 

  ２０１５年に合意されたパリ協定では、「産業革命からの世界的な平均気温上昇幅

を１．５度に抑えるように努力する」という目標が掲げられ、現在、わが国を含む 

世界各国では、この目標達成のために、「２０５０年までに温室効果ガス排出量を実

質ゼロにすることが必要」との共通認識がなされています。 

 「尾鷲市民憲章」にも掲げられていますように、私たちの尾鷲市は、紺碧の海、 

緑深い山々に囲まれ、海の幸、山の幸にめぐまれた、伝統と産業と文化の都市であり

ます。 

 未来を担う子どもたちのためにも、１００年後にこの美しいふるさと尾鷲を引き継

いでいくことは私たちの責務であります。 

  私たちは、これまで以上に市民、事業者、行政が一丸となって、この尾鷲の海・山・

川、そして地形・気象のめぐみを最大限に生かした新しい教育モデルを模索しながら、

豊かな里山・里海の保全、さらには、再生可能エネルギーの地産地消や省エネルギー 

活動に取り組んでいかねばなりません。 

  尾鷲市では、この思いに共感し、賛同いただいた市内外のパートナーである企業・

団体とともに、２０５０年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにする「ゼロカーボ

ンシティ尾鷲」を目指し、脱炭素社会の実現に向け、全力で取り組んでいくことを、

本日ここに宣言します。 

 

 

   



 - 4 - 

 

 

尾鷲市のシンボル（平成元年６月６日指定） 

 

   花     ヤブツバキ（情熱） 

 

   木     ヒノキ    （伝統） 

 

   鳥     アオサギ  （繁栄） 

 

   魚     ブ リ    （発展） 

 

   魚     ガ シ    （郷土）準指定 
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第１   概 況 

 

１ 尾鷲市の歩み 

   

尾鷲の名の由来は、「地形の湾曲するところから、大輪内（大きな湾）が訛った」という説と「尾鷲の元

の村〔水地浦〕が山の尾の端にある」という二説があります。「尾鷲」〔おわし〕の名は、貞和4年4月20

日(1348)の荘司文書に現れるのが最初のもので、伊勢神宮の御厨であった事がうかがえます。 

 豊臣秀吉により新宮城主となった堀内安房守に天正10年(1582)当市域は勢力下に置かれ紀伊国となり関

ヶ原の戦の後、徳川家康が浅野幸長を国主にします。この頃より当地域天然林は盛んに伐り出され、松島瑞

巌寺・江戸城増築・京都方広寺大仏殿に利用されるなど、尾鷲材は各地で名声を博していました。 

 徳川頼宣が元和5年(1619)に入国し、御三家紀州藩の所領となり牟婁郡奥熊野尾鷲組と呼称されました。 

豊かな山林を利用した薪炭生産が産業として生まれ、寛永の頃(1624～44)その伐採跡地に杉や桧を植林した

ことにより尾鷲林業が興ります。宝暦10年(1760)には719ヶ所の植林地に約110万本、土井本家のような大山

林地主では351ヶ所に49万本が植林されるほどに発展しました。 

 また、江戸～上方航路の中継地として多くの廻船が入港し、江戸・大阪・名古屋などの城下町に鰹鮪等当

地で漁獲されたものや木材薪炭を移出し近代への礎を築きます。 

 明治維新後、和歌山県、度会県を経て三重県の管轄区となり、明治22年(1889)市町村制の施行により北牟

婁郡尾鷲町が誕生しました。 

 この頃より、地場産業が大きな飛躍をとげます。水産業では鰹大敷網を導入(M.32)・沿岸漁業から遠洋〔鰹

鮪〕漁業への進出など漁獲を大きく伸ばします。特に林業では、木材運搬具〔ヤエン〕が当地で開発され全

国に広まりました。続いて索道導入により奥地の山林開発が盛んになりました。土井本家の国市挽材工場(M.

34)が創設されると動力・規格化により需要が大幅に伸び、関東大震災(T.12)ではその強靭さが立証され「尾

鷲ヒノキ」が銘柄化されました。その搬出港として尾鷲港も防波堤が整備されていきます。 

 昭和29年(1954)、尾鷲町・須賀利村・九鬼村・北輪内村・南輪内村が合併し市制を施行、新市名を「尾鷲

市」〔おわせ〕としました。 

<市制後の主な出来事> 

昭 和 

29年６月20日  北牟婁郡尾鷲町、須賀利村、九鬼村、南牟婁郡北輪内村、南輪内村が合併し、｢尾鷲市｣

誕生 

31年２月10日    尾鷲港が三重県遠洋漁業基地に指定される 

        尾鷲港が鰹水揚港に指定される 

32年１月12日    紀勢線大曽根浦駅－九鬼駅間開通 

33年４月23日    紀勢線九鬼駅－三木里駅間開通 

34年４月１日   国道42号線が一級国道に昇格 

34年７月15日    紀勢本線賀田駅～二木島駅同時開業、紀勢本線全線開通 

35年２月        北山道路（尾鷲－池原間）開通 

35年５月24日    チリ地震津波来襲 

36年８月31日    市庁舎完成 

36年９月27日    電源開発(株)尾鷲第二発電所完成 
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37年７月31日    電源開発(株)尾鷲第一発電所完成 

39年２月    尾鷲港が出入国管理港に指定される 

39年12月４日    尾鷲三田火力発電所及び東邦石油(株)完工式. 

41年４月１日    尾鷲港開港指定 

42年４月27日    国道４２号線矢ノ川トンネル貫通 

42年６月１日    尾鷲港が重要港湾に指定される 

43年９月26日    カナダ･プリンスルパート市と姉妹都市提携 

44年６月17日    尾鷲総合病院完成 

51年３月31日    塵芥焼却場･不燃物投棄場完成 

55年６月19日    尾鷲市立中央公民館が完成 

57年６月20日    県道須賀利港相賀停車場線開通 

62年６月19日    尾鷲三田火力発電所３号機運転開始 

 

平 成  

２年10月24日    尾鷲市立天文科学館が完成 

４年10月25日    八鬼山トンネル開通 

５年４月24日    尾鷲市民文化会館｢せぎやまホール｣完成 

15年６月11日  市有林がＦＳＣ森林管理認証取得  

16年７月７日    熊野古道が「紀伊山地の霊場と参詣道」として世界遺産に登録される 

18年３月31日  海洋深層水取水・分水施設「アクアステーション」完成 

19年１月24日    し尿処理施設「尾鷲市クリーンセンター」完成 

19年２月10日  三重県立熊野古道センター完成 

19年４月28日  夢古道おわせに「地場特産品情報交流センター」が完成 

19年７月６日  中国大連市金州区と友好都市協定を結ぶ 

20年４月８日  夢古道おわせに、海洋深層水活用型温浴施設「夢古道の湯」が完成 

20年４月20日    自動車専用道路「熊野尾鷲道路」の尾鷲南～三木里インター間が開通 

24年１月24日  「須賀利大池及び小池」が国の天然記念物に指定される 

24年３月20日  近畿自動車道紀勢線（海山ＩＣ－尾鷲北ＩＣ）開通 

25年９月29日  熊野尾鷲道路（三木里ＩＣ～熊野大泊ＩＣ）開通 

26年３月30日  近畿自動車道紀勢線(海山ＩＣ～紀伊長島ＩＣ)開通により、尾鷲北ＩＣまで繋がる 

29年３月14日  「急峻な地形と日本有数の多雨が生み出す尾鷲ヒノキ林業」が日本農業遺産に認定される 

30年12月19日  中部電力尾鷲三田火力発電所が廃止  

その後、その跡地を有効活用するための「おわせＳＥＡモデル構想」が誕生  

 

令 和 

３年３月31日  市役所本庁舎の耐震工事が完了 

３年８月29日  熊野尾鷲道路（尾鷲北ＩＣ～尾鷲南ＩＣ）開通 

４年３月１日  「尾鷲市ゼロカーボンシティ宣言」を表明 

４年４月１日  「第７次尾鷲市総合計画」スタート、令和4年度からの10年間の「まちの将来像」を 

        『住みたいまち 住み続けたいまち おわせ』と定める 
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２ 地勢と気候  

 

尾鷲市は紀伊半島の東部、熊野灘沿岸の中心的な位置にあって、市の南東部は太 

平洋に面し、背後は峻険な紀伊山脈をひかえて奈良県に、北は紀北町、南西は矢ノ 

川峠を境として熊野市に接している。     

      東西の距離は21km、南北の距離は19kmで、市域の形をみると海岸線も隣接市町と 

の境界線も、ともに極めて複雑な屈曲を示しながら、ほぼ正方形の区画の中に納ま 

っている。 

      総面積は192.71k㎡におよぶが、その約90％は山林で占められ、平地の僅かな厳し 

い地勢環境といえる。 

      また、海岸線は我が国でも三陸海岸と並ぶ有数のリアス式海岸で、南北の直線距 

離は19kmなのに対して海岸線の延長は約 100 km にも達し、多くの良港を形成して 

おり、遠洋漁業の基地として利用されるとともに良好な漁場となってきた。 

      尾鷲市は黒潮洗う熊野灘に面し、背後の三方を高い山に囲まれているため、年間 

を通じて温暖多雨の南海型気候区となっており、特に、雨の多いことで全国１、２ 

位を競うことで有名で、年間4,000ミリ 余の降水量を記録している。 

      このように急峻な地形ゆえに平地が乏しく、大都市からも遠隔地であるため、産 

業の発達の面では十分とはいえないが、温暖多雨の風土に育った深緑と複雑に入り 

込んだ海岸線にうつる紺碧の海は貴重な財産である。 

  

 

 

  （１）市の位置と面積 
 
    東 経 １３６°１１′２８″ 

    北 緯  ３４°  ４′１５″ 

 

    面 積 １９２．７１ K㎡ 

 

 （２）主な山          最高標高  1,150.3m（又口川上流奈良県境三角点） 

                         高 峰 山  1,044.8m      橡 山  1,008.6m   

                         亥ヶ谷山    688.5m      八 鬼 山    627.6m    

                         便 石 山    598.9m      天狗倉山    522.0m    

                         【大台ケ原・日出ケ岳1,695m、矢ノ川峠807.2m】  
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    （３）主な河川       尾鷲湾へ  矢の川（10.5km）、中川（8.1km）、北川 

                         輪内湾へ  沓川、八十川、古川（9.3km）         

                         紀北町海山区へ  叉口川（16.9km）                    

                                                           

    （４）漁港・港湾     漁港（１種）大曽根浦、行野浦、早田、曽根、梶賀 

                             （２種）須賀利、九木、古江                

                             （４種）三木浦                            

                         港湾        尾鷲港（重要港湾：昭和42.6指定）  

                                     三木里港、賀田港（地方港湾）      

                                                                  

    （５）気 候                             
 

 

気 温 

日  最  高 

日  最  低 

近 年 平 均 

38.6℃ 

－6.9℃ 

17.0℃ 

平成28.7.3  

昭和38.1.24 

令和4年 

 

日 最 少 湿 度 8% 平成30.3.30 

風 速 

日最大平均 

日最大瞬間 

近 年 平 均 

SE   28.1m／秒 

SE   56.1m／秒 

2.3m／秒 

昭和34.9.26  台風15号 

平成 2.9.19  台風19号 

令和4年 

降水量 

 １ 時 間 

 １    日 

 １     年 

 近年１年間 

最高   139.0mm 

最高   806.0mm 

6,174.5mm 

3782.5mm 

昭和47.9.14 台風20号 

昭和43.9.26 台風16号 

昭和29（市制施行年） 

令和4年 

近年一年間の 

降水日数（≧0.5mm) 
136日 令和4年 

最   深   積   雪 5.0cm 平成17年2月1日 
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３ 尾鷲市の概要 
 

市名の 

由来 

 天保10年(1839)編纂の「紀伊続風土記」には、地形の湾曲から大輪内(お 
 おわうち)の語のつまったもので、大輪内の「ち」と「し」は通じるものがあ 
 る。また、水地浦は尾鷲の本村と伝えられ、天狗倉山系の尾根の端にあ 
ることから、尾端（おはし）と呼ばれ、市制施行時に「おわせ」となった。 

最 寄 駅  JR紀勢本線 尾鷲駅  （管内駅：大曽根浦、九鬼、三木里、賀田） 

公共交通 
機 関 

 東 京から  約４時間３０分（新幹線・JR特急） 
 名古屋から  約２時間３０分（JR特急）、南紀高速バス（約２時間４５分） 
 大 阪から  約２時間５０分（近鉄経由・松阪からJR特急） 
                   近鉄で上本町から松阪へ約１時間３０分 
 松 阪から  約１時間２０分（JR特急） 

マイカー 

 名古屋から  東名阪→伊勢自動車道→紀勢自動車道 尾鷲北ＩＣ→Ｒ４２ 
 大 阪から  名神→新名神→伊勢自動車道→紀勢自動車道 尾鷲北ＩＣ→Ｒ４２ 

 松 阪から  伊勢自動車道→紀勢自動車道 尾鷲北IＣ→Ｒ４２ 

市の形態 水産林業都市 主要産業 水産業と林業 

地域指定 

 低開発地域工業開発地区促進法、農村地域工業導入促進法、半島振興法、 
 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律、 
総合保養地域整備法（リゾート法）、特定農山村法、 
過疎地域自立促進特別措置法 

姉妹都市  カナダ プリンス・ルパート市（昭和４３年９月２６日提携） 

友好都市 中国 大連市金州区（平成１９年７月６日協定） 

災 害 時 
相互応援
協定都市 

奈良県上北山村(H17.5.11 協定)、福井県大野市（H24.10.17 協定） 

大阪府摂津市(H25.5.30 協定)、岩手県釜石市（H25.8.22 協定） 

キャッチ
フレーズ 

住みたいまち 
住み続けたいまち 
おわせ 

市町村 
類 型 

 Ⅰ－１ 
地方交付税 
種 地 

 １－２ 

団体コード ２４２０９８ 行政区画コード  ２０９ ５桁ワク   ２４２０９ 

有権者数  令和5.6.1 現在 １４，３２２人（男６，５９８、女７，７２４） 

執行部等 

市 長 加 藤 千 速(昭和２３年１１月１０日生)  平成２９年  ７月２６日 就任（２期目） 

副市長 下 村 新 吾(昭和３６年 ８月 ７日生)  令和 ２年 ４月 １日 就任（１期目） 

教育長 田 中 利 保(昭和３５年 １月２２日生)  令和 ４年１２月２３日 就任（１期目） 

職 員 数 
 市長部局 156人、議会事務局 3人、 監査委員事務局 2人、             
教育委員会 17人、水道部 10人、総合病院 211人 合計 399人(R5.4.１現在) 

名    産 
特 産 品 

 海洋深層水、鮮魚（タイ・ハマチ・カツオなど）、魚干物、鰹節、くん製品 
からすみ、甘夏みかん、サンマ寿司、尾鷲ヒノキ（材木）、木工製品、尾鷲 
わっぱ、尾鷲傘、尾鷲節人形 
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 ４ 人 口 

   
（１）人口及び世帯数等の推移                                    （国勢調査） 

 

 年 

別 
世帯数 

人 口  （ 人 ） 人口密度 

人／ｋ㎡ 

１世帯 

当たり 

人 員 総  数 男 女 

昭  55 10,605 31,348 14,953 16,395 159.9 2.96 

60 10,733 29,741 14,120 15,621 151.6 2.77 

平   2 10,397 27,114 12,751 14,363 139.9 2.61 

7 10,329 25,258 11,871 13,387 130.3 2.44 

12 10,193 23,683 10,107 12,576 122.6 2.32 

17 9,854 22,103 10,408 11,695 114.4 2.26 

22 

 

9,219 20,033 9,353 10,680 103.7 2.17 

27 

 

8,660 

 

18,009 8,382 

 

9,627 93.5 2.08 

令  2 

 

8,153 

 

16,252 7,562 

 

8,690 84.3 

 

1.99 

 
 
 

年月日 世帯数 総 数 男 女 
 

25.4.1 9,896 20,055 9,315 10,740 

26.4.1 9,902 19,778 9,208 10,570 

27.4.1 9,781 19,321 8,971 10,350 

28.4.1 9,660 18,948 8,792 10,156 

29.4.1 9,581 18,547 8,595 9,952 

30.4.1 9,483 18,167 8,433 9,734 

31.4.1 9,379 17,774 8,232 9,542 

2.4.1 9,299 17,421 8,074 9,347 

3.4.1 9,197 17,053 7,888 9,165 

4.4.1 9,075 16,603 7,648 8,955  

5.4.1 8,936 16,139 7,453 8,686 （住基人口） 
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  （２）産業別就業者数                                        （国勢調査） 
 

産 業 分 類 
平成２２年 平成２７年 令和２年 

従業者数 構成比 従業者数 構成比 従業員数 構成比 

総数 8,900 100.0% 8,159 100.0% 7,108 100.0% 

第 

１ 

次 

農業 117 1.3% 125 1.5% 100 1.4% 

林業 79 0.9% 41 0.5% 38 0.5% 

漁業 395 4.4% 356 4.4% 246 3.5% 

計 591 6.6% 522 6.4% 384 5.4% 

第 

２ 

次 

鉱業       

鉱業、採石業、砂利採取業 38 0.4% 28 0.3% 25 0.4% 

建設業 982 11.0% 772 9.5% 659 9.3% 

製造業 803 9.0% 782 9.6% 754 10.6% 

計 1,823 20.5% 1,582 19.4% 1,438 20.2% 

第 

３ 

次 

電気、ガス、熱供給、水道業 110 1.2% 88 1.1% 44 0.6% 

運輸、通信業       

情報通信業 69 0.8% 57 0.7% 40 0.6% 

運輸業、郵便業 377 4.2% 272 3.3% 262 3.7% 

卸売・小売業、飲食店       

卸売業、小売業 1,570 17.6% 1,416 17.4% 1,208 17.0% 

金融・保険業       

金融業、保険業 227 2.6% 233 2.9% 199 2.8% 

不動産業       

不動産業、物品賃貸業 66 0.7% 81 1.0% 76 1.1% 

サービス業       

学術研究、専門・技術サービス業 213 2.4% 139 1.7% 126 1.8% 

宿泊業、飲食サービス業 550 6.2% 507 6.2% 396 5.6% 

生活関連サービス業、娯楽業 254 2.9% 260 3.2% 216 3.0% 

教育、学習支援業 453 5.1% 440 5.4% 366 5.1% 

医療、福祉 1,296 14.6% 1,329 16.3% 1,269 17.9% 

複合サービス事業 86 1.0% 132 1.6% 100 1.4% 

サービス業(他に分類されないもの) 502 5.6% 494 6.1% 440 6.2% 

公務(他に分類されないもの)       

公務(他に分類されるものを除く) 557 6.3% 547 6.7% 495 7.0% 

計 6,330 71.1% 5,995 73.6% 5,237 73.7% 

分類不能の産業 156 1.8% 60 0.6% 49 0.7% 
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 （３）地区別分布                                                （国勢調査） 
 

        区 分 

 

 地区別 

人 口 世 帯 数  

平成22年 平成27年 令和2年 平成22年 平成27年 令和2年  

尾 鷲 地 区 16,182 14,828 13,566 7,224 6,935 6,655 

須賀利地区 276 227 176 158 141 115 

九 鬼 地 区 642 551 462 362 325 283 

北輪内地区 1,410 1,205 1,039 671 602 540 

南輪内地区 1,523 1,198 1,009 804 657 560 

合 計 20,033 18,009 16,252 9,219 8,660 8,153 

 
 

 

 

（４）年代別人口                                                （国勢調査） 
 

         区 分 

 

 年代別 

人      口 構   成   比 

 平成22年  平成2７年 令和2年  平成22年  平成27年 令和2年 

0歳 ～ 14歳 2,168 1,754 1,396 10.8 9.7 8.6 

15歳 ～ 29歳 1,832 1,509 1,279 9.1 8.4 7.9 

30歳 ～ 49歳 4,200 

 

3,523 

 

2,847 21.0 19.6 17.5 

50歳 ～ 59歳 2,760 2,355 2,060 13.8 13.1 12.7 

60歳 ～ 69歳 3,723 3,223 2,524 18.6 17.9 15.5 

70歳 ～ 5,331 5,598 5,735 26.6 31.1 35.3 

不   詳 19 47 411 0.1 0.2 2.5 

合   計 20,033 18,009 16,252 100.0 100.0 100.0 
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５ 財 政 
 
 （１）会計別当初予算集計表                                      （単位：千円、％）  

会  計  別 
令和5年度 令和4年度 比  較 

 
(a)－(b) 当初予算額(a) 前年比 当初予算額(b) 前年比 

一   般   会   計 10,014,475 102.6 9,762,445 103.6 252,030 

特 
別 
会 
計 

国民健康保険事業会計 2,085,597 101.1 2,062,087 92.1 23,510 

後期高齢者医療事業会計 680,148 102.0 667,057 100.4 13,091 

小     計 2,765,745 101.3 2,729,144 94.0 36,601 

 
企 
業 
会 
計 

病 院 事 業 会 計 5,207,160 104.8 4,969,934 95.0 237,226 

水 道 事 業 会 計 858,970 102.7 836,533 100.3 22,437 

小     計 6,066,130 104.5 5,806,467 95.7 259,663 

合     計 18,846,350 103.0 18,298,056 99.5 548,594 

 
 
 （２）主要指標                                                       

区 分 令和4年度 令和3年度 令和2年度 令和元年度 

標 準 財 政 規 模 
財 政 力 指 数 
経 常 収 支 比 率 
実 質 赤 字 比 率 
連結実質赤字比率 
実質公債費比率 
将 来 負 担 比 率 
市 税 の徴 収 率 
財 政 調 整 基 金 
減 債 基 金 
地 方 債 現 在 高 

6,184,832千円 
         0.343 

  95.0% 
       △5.04% 

△48.83% 
9.6% 

10.8% 
        95.9% 
 2,121,571千円 

     158,834千円 
   8,958,835千円 

 

6,333,437千円 
         0.349 

  89.6% 
       △5.35% 

△39.66% 
10.8% 
22.5% 

        95.8% 
   1,669,462千円 

     194,538千円 
   9,215,497千円 

  

6,032,176千円 
         0.368 

  98.8% 
       △4.87% 

△22.85% 
11.7% 
38.0% 

        94.8% 
   931,383千円 

     150,844千円 
   9,740,905千円 

  

 5,925,282千円 
         0.377 

  98.2% 
       △3.24% 

△14.87% 
11.6% 
45.7% 

        95.5% 
   888,695千円 

     285,818千円 
  9,964,442千円 
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（３）一般会計当初予算 

【歳 入】                                                      （単位：千円、％） 

 
款    別 

令和5年度 令和4年度 比   較  

当初予算額(a) 構成比 当初予算額(b) 構成比 (a)－(b) a／b  

市       税 1,857,928 18.6 1,873,700 19.2 △15,772 99.2 

地 方 譲 与 税 84,580 0.8 84,839 0.9 △259 99.7 

利  子  割  交  付  金 1,500 0.0 2,000 0.0 △500 75.0 

配  当  割  交  付  金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 100.0 

株式等譲渡所得割
交    付    金 10,000 0.1 8,000 0.1 2,000 125.0 

法 人 事 業 税 交 付 金 30,000 0.3 21,000 0.2 9,000 142.9 

地 方 消 費 税 交 付 金 400,000 4.0 396,000 4.1 4,000 101.0 

環 境 性 能 割 交 付 金 8,000 0.1 8,000 0.1 0 100.0 

地 方 特 例 交 付 金 6,500 0.1 6,500 0.1 0 

 
100.0 

地 方 交 付 税 4,040,000 40.3 4,065,000 41.6 △25,000 99.4 

交通安全対策特別交付金 1,400 0.0 1,600 0.0 △ 200 87.5 

分担金及び負担金 69,874 0.7 57,669 0.6 12,205 121.2 

使用料及び手数料 109,594 1.1 0.6 0.6 △3,865 96.6 

国  庫  支  出  金 1,000,109 10.0 988,790 10.1 11,319 101.1 

県   支   出   金 554,890 5.5 589,991 6.0 △35,101 94.1 

財   産   収   入 16,710 0.2 18,313 0.2 △1,603 91.2 

寄     附     金 400,000 4.0 350,000 3.6 50,000 114.3 

繰    入    金 761,457 7.6 477,504 4.9 283,953 159.5 

繰      越      金 1 0.0 1 0.0 0 100.0 

諸    収    入 282,832 2.8 242,879 2.5 39,953 116.4 

市      債 369,100 3.7 447,200 4.6 △78,100 82.5 

合      計 10,014,475 100.0 9,762,445 100.0 252,030 102.6 
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【歳 出】                                                     （単位：千円、％） 

款 別 
令和5年度(※) 令和4年度 比 較  

当初予算額(a) 構成比 当初予算額(b) 構成比 (a)－(b) a／b 

議 会 費 97,754 1.0 99,430 1.0 △1,676 98.3 

総 務 費 1,528,365 15.3 1,511,541 15.5 16,824 101.1 

民 生 費 3,338,513 33.3 3,245,094 33.2 93,419 102.9 

衛 生 費 1,819,290 18.2 1,646,685 16.9 172,605 110.5 

農林水産業費 355,146 3.5 429,825 4.4 △74,679 82.6 

商 工 費 141,344 1.4 120,457 1.2 20,887 117.3 

土 木 費 423,653 4.2 429,247 4.4 △5,594 98.7 

消 防 費 541,317 5.4 541,457 5.5 △140 100.0 

教 育 費 680,824 

680,824 

6.8 625,945 6.4 54,879 108.8 

災 害 復 旧 費 3,000 0.0 3,000 0.0 0 100.0 

公 債 費 1,083,269 10.8 1,107,764 11.3 △24,495 97.8 

予 備 費 2,000 0.0 2,000 0.0 0 100.0 

合     計 10,014,475 100.0 9,762,445 100.0 252,030 102.6 
 
  (注)構成比は四捨五入によるため、合計に合わない場合があります。 

 
 
 ●財源別 
 

区 分 令和5年度当初予算額 構成比 令和4年度当初予算額 構成比 

 

自 主 財 源 3,498,396 千円 34.9 3,133,525 千円 32.1 

依 存 財 源 6,516,079 65.1 6,628,920 67.9 

合 計 10,014,475 100.0 9,762,445 100.0 
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（４）一般会計歳出（性質別）                                        
（単位：千円・％） 

 

区 分 
令和５年度 令和４年度 比 較 

当初予算額(a) 構成比 当初予算額(b) 構成比 (a)－(b) a／b 

人    件    費  (Ａ ) 1,632,007 16.3 1,680,560 17.2 △ 48,553 97.1 

物      件      費 1,819,705 18.2 1,713,558 17.6 106,147 106.2 

維 持 補 修 費 71,578 0.7 59,583 0.6 11,995 120.1 

扶 助 費 1,837,554 18.3 1,783,674 18.3 53,880 103.0 

補 助 費 等 1,393,225 13.9 1,318,011 13.5 75,214 105.7 

公 債 費 1,083,269 10.8 1,107,764 11.3 △ 24,495 97.8 

積 立 金 240,000 2.4 213,215 2.2 26,785 112.6 

投資及び出資金・貸付金 6,060 0.1 5,820 0.1 240 104.1 

繰 出 金 1,159,834 11.6 1,153,105 11.8 6,729 100.6 

投 資 的 経 費 769,243 7.7 725,155 7.4 44,088 106.1 

(1) 普 通 建 設 事 業 費 766,243 7.7 722,155 7.4 44,088 106.1 

① 補 助 事 業 費 142,263 1.4 165,761 1.7 △ 23,498 85.8 

② 単 独 事 業 費 573,646 5.7 503,727 5.2 69,919 113.9 

③ 県営事業負担金 50,334 0.5 52,667 0.5 △ 2,333 95.6 

④ 受 託 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 - 

(2) 災 害 復 旧 事 業 費 3,000 0.0 3,000 0.0 0 100.0 

(事業費支弁人件費)  (Ｂ) 0 0.0 0 0.0 0 - 

予 備 費 2,000 0.0 2,000 0.0 0 100.0 

    合        計 10,014,475 100.0 9,762,445 100.0 252,030 102.6 

 うち人件費(Ａ)＋(Ｂ) 1,632,007 16.3 1,680,560 17.2 △ 48,553 97.1 

 
 (注)構成比は四捨五入によるため、合計に合わない場合があります。 
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 第２ 議 会 

  １ 構 成 

 （１）議員定数                  令和５年８月１日現在 
 

条例定数 現 在 数 任     期 

１０人 ９人 令和3年6月11日～令和7年6月10日 

 
    定数条例改正の経過 
     昭和53年 5月16日 定数２４人を２１人に改正 昭和53年11月実施 
     昭和60年10月 3日 定数２１人を２０人に改正 昭和61年11月実施 
     平成 9年12月25日 定数２０人を１８人に改正 平成10年11月実施 
     平成18年 3月24日 定数１８人を１６人に改正 平成18年11月実施 
     平成24年 9月27日 定数１６人を１３人に改正 平成25年 6月実施 
     令和 2年12月22日 定数１３人を１０人に改正 令和 3年 6月実施 

 

 （２）党派別議員数       令和５年８月１日現在 
 

公 明 党 無 所 属 

１ 人 ８人 

 

 （３）会派別議員数       令和５年８月１日現在 

無所属 

９人 

 

 （４）年齢別構成                 令和５年８月１日現在 
 

３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代 

１人 ０人 ０人 ５人 ３人 

 

 （５）当選回数別構成           令和５年８月１日現在 
 

１回 ２回 ３回 ５回 ９回 １１回 

４人 １人 １人 １人 １人 １人 

 



2　組　　織

（１）正・副議長、監査委員

（２）組織図（委員会条例）

監査委員

議会運営委員会
定数5人

副
議
長

議
長

内 山 左 和 子

役　　　職 氏　　　　名

議　　　長

副  議  長

仲 明

濵 中 佳 芳 子

71

党　派

無所属

年　齢 就　任　月　日

令和5年6月5日

64

65

無所属

無所属

行政常任委員会
定数10人

令和5年6月5日

令和5年6月5日

- 18 -



 - 19 - 

 （３）委員会構成 

                              令和５年８月１日現在 
 

委 員 会 名 委    員 （ ◎委員長 ○副委員長 ） 

議会運営委員会 

５人 

◎小川 公明 ○西川 守哉 

  南  靖久  中村 レイ   中里 沙也加 

行政常任委員会 

９人（実数） 

◎南  靖久  ○中里 沙也加 

小川 公明    濵中 佳芳子  西川 守哉   

村田 幸隆   内山 左和子    中村 レイ     

仲   明 

 

 

 

 （４）組合議会等                        

                              令和５年８月１日現在 
 

 
組 合 議 会 名 議         員 

三重紀北消防組合議会（４人） 
仲   明   南  靖久   西川 守哉 

中村 レイ    

紀北広域連合議会（６人） 
仲   明   南  靖久   小川 公明 

濵中 佳芳子  内山 左和子   中里 沙也加 

 
東紀州環境施設組合議会（２人） 仲   明   南  靖久 
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 （５）事務局体制   現員 ４人 

 

 

 

                                                    

  書   記  １ 

 

 

    局 長          議事・調査係長                

 

                                                    

  事務補助員  １ 

 

 

 

 

   事務分担 
 

 

議事・調査係 

1.公印の保管に関すること 

2.文書の収受、発送、整理及び保管に関すること 

3.議会費の予算及び経理に関すること 

4.議員の議員報酬及び費用弁償その他の給与に関すること 

5.人事及び諸給与に関すること 

6.儀式、交際及び接待に関すること 

7.職員の服務に関すること 

8.条例、規則及び規程の制定改廃に関すること 

9.事務局日誌に関すること 

 10.各種の調査資料の収集及び統計に関すること 

 11.議会図書室に関すること 

 12.物品の保管、出納及び自動車の管理に関すること 

 13.議員共済会に関すること 

 14.本会議に関すること 

 15.議事日程の作成及び諸般の報告に関すること 

 16.委員会及び協議会その他諸会議に関すること 

 17.議案、建議案及び意見書に関すること 

 18.請願及び陳情に関すること 

 19.会議録、その他会議の記録並びに保管に関すること 

 20.議決事項の処理に関すること 

 21.議員及び委員の出欠に関すること 

 22.議場その他議会関係各室の管理取締りに関すること 

 23.その他議事に関すること 

 

 



議席 氏　　　　名 年齢 住　　　　所 党　　派 会　　派 備　　考

1 南
ミナミ

　　　靖
ヤス

　久
ヒサ

67
〒519-3625
尾鷲市向井278-１

無 所 属

2 小
 オ

　川
ガワ

　公
キミ

　明
アキ

66
〒519-3923
尾鷲市梶賀町138

公 明 党

3 濵
ハマ

　中
ナカ

　佳
 カ

芳
 ホ

子
 コ

64
〒519-3614
尾鷲市南陽町8-27

無 所 属

4 西
ニシ

　川
カワ

　守
モリ

　哉
ヤ

62
〒519-3610
尾鷲市北浦西町1432

無 所 属

5 村
ムラ

　田
 タ

　幸
ユキ

　隆
タカ

74
〒519-3615
尾鷲市中央町3-41

無 所 属

6 欠　　　員

7 内
ウチ

　山
ヤマ

　左
サ

和
ワ

子
コ

65
〒519-3611
尾鷲市朝日町3-22

無 所 属

8 中
ナカ

　村
ムラ

　レ　イ 74
〒519-3811
尾鷲市三木里町248

無 所 属

9 中
ナカ

　里
ザト

　沙
サ

也
ヤ

加
カ

35
〒519-3671
尾鷲市矢浜二丁目21-25

無 所 属

10 仲
ナカ

　　　　　明
アキラ

71
〒519-3671
尾鷲市矢浜二丁目10-１

無 所 属

３　議 員 名 簿

令和 5 年 ８月 １日現在
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内山　左和子 ６５歳

５回 １人 濵中　佳芳子

9回 １人 村田　幸隆

小川　　公明 ６６歳
２回

南　　　靖久
１人 仲　　　明

６７歳

３回 １人 小川　公明

９人

南　 　靖久

中村　レイ ７４歳

平均年齢　　　　 　６５歳

１人

計

11回

計 ９人

村田　幸隆 ７４歳

７１歳７０歳代 3人 仲　　　　明

３０歳代 １人

内山　左和子

西川　守哉４人中里　沙也加 ３５歳 １回

年齢別・当選回数別　議員構成

年　　　　　　齢　　　　　　別 当　  選 　 回 　 数　  別

年　代 人数 議 員 名 ・ 年 齢 人数 議員名（議席順）当選回数

令和　５ 年　８月　１日現在　

５人６０歳代

中里　沙也加６４歳濵中　佳芳子

中村　レイ６２歳西川　　守哉

-22-
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４ 委 員 会 
 

                              令和５年６月現在 

  （１）議会運営委員会 
 
 

条例制定 定 数 調 査 事 項 

令3.6.18 ５人 

会期日程等議会の運営に関する事項 

議会の会議規則、委員会に関する条例等に関する事項 

議長の諮問に関する事項 

＊議会の閉会中も調査を行うことができるもの 
とし、調査期限は令和７年６月１０日まで継続 

 

 

  （２）常任委員会 
 
 

委員会名 定 数 調 査 事 項 

行政 １０人  市の行政全般にわたる事務 
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５ 活 動 状 況 

  （１）議会開催数                                                 （単位：日） 
 

区 分 
定 例 会 臨時会 

 

( ) は 

うち議員 

請求 

年間合計 第１回 第２回 第３回 第４回 

計 

年 日  数 ３月 ６月 ９月 １２月 

令

和 

４ 

年 

会   期 23 16 24 16 79 6 (0) 85 

本 会 議 5 5 5 4 19 6 (0) 25 

一般質問 

＜＞は一般 

質問者数(人) 

3 

 

<6> 

3 

 

<7> 

3 

 

<6> 

2 

 

<4> 

11 

 

<23> 

－ 

 

－ 

11 

 

<23> 

令

和 

３ 

年 

会   期 22 15 26 16 79 8 (0) 87 

本 会 議 5 5 5 5 20 8 (0) 28 

一般質問 

＜＞は一般 

質問者数(人) 

3 

 

〈8〉 

3 

 

〈7〉 

3 

 

〈7〉 

3 

 

〈7〉 

12 

 

〈29〉 

－ 

 

－ 

12 

 

〈29〉 

令 

和 

２ 

年 

会   期 23 17 24 16 80 5 (0) 85 

本 会 議 5 6 6 6 23 5 (0) 28 

一般質問 

＜＞は一般 

質問者数(人) 

3 

 

〈6〉 

3 

 

〈6〉 

3 

 

〈8〉 

3 

 

〈11〉 

12 

 

〈31〉 

－ 

 

－ 

12 

 

〈31〉 

令 

和 

元 

年 

会   期 23 19 24 17 83 3(0) 86 

本 会 議 6 7 5 6 24 3(0) 27 

一般質問 

＜＞は一般 

質問者数(人) 

3 

 

〈8〉 

3 

 

〈8〉 

3 

 

〈8〉 

3 

 

〈7〉 

12 

 

〈31〉 

－ 

 

－ 

12 

 

〈31〉 
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(２)本会議の状況(1月1日～12月31日まで)   (単位：日、時間：分、人) 
 

年 別  
定 例 会  
臨 時 会 別  

会 期 及 び 日 数  
本 会 議
日 数  

延 時 間  実 時 間  
傍 聴
人 数  

令 
 

和 
 

４ 
 

年 

第一回臨時会  2/4       (1) 

 

 

1 6:48 1:38 8 

 
第一回定例会  3/1～3/23     (23) 5 12:38 

 

9:59 33 

 

 

第二回臨時会  3/31       (1) 1 7:09 1:36 6 

第三回臨時会  4/26       (1) 1 2:37 

 

1:04 4 

第四回臨時会  5/24       (1) 1 7:51 1:14 7 

第二回定例会  6/6～6/21    (16) 5 13:27 8:51 

 

33 

第三回定例会  9/6～9/29    (24) 5 10:33 8:22 31 

第五回臨時会  10/11       (1) 1 2:11 1:19 5 

第四回定例会  11/29～12/14  (16) 4 5:52 4:56 19 

第六回臨時会  12/23       (1) 1 0:39 0:20 5 

計  (85) 

 

87) 

25 69:45 39:19  151 

 

令 
 

和 
 

３ 
 

年 

第一回臨時会  1/15       (1) 1 1:16 

 

16 

 

0:11 

 

1 

 

 

第二回臨時会  2/9        (1) 1 5:17 

 

1:27 

 

7 

 

 

第一回定例会  3/2～3/23   (22) 5 16:28 11:11 18 

 第三回臨時会  3/31       (1) 1 6:11 

 

1:26 2 

 

 

第四回臨時会  4/6        (1) 1 0:49 

 

0:23 

 

1 

 

 

第五回臨時会  4/16       (1) 1 1:17 

 

0:11 

 

1 

 

 

 

第六回臨時会  6/18       (1) 1 4:42 

 

1:21 

 

9 

 

 

第二回定例会  6/29～7/13   (15) 5 

 

 

9:17 

 

6:55 

 

38 

 第七回臨時会  7/29       (1) 1 5:40 

 

1:30 7 

 

 

第三回定例会  9/9～10/4   (26) 5 11:36 9:13 21 

第八回臨時会  10/27       (1) 1 1:14 

 

0:14 

 

1 

 

 

第四回定例会  11/30～12/15  (16) 5 10:02 8:17 16 

計  (87) 28 73:49 42:19 122 

令 
 

和 
 

２ 
 

年 

 第一回定例会  3/3～3/25   (23) 5 

 

 

 

 

 

17:26 

 

 

 

15:11 

 

 

 

55 

 第一回臨時会  3/31       (1) 1 

 

2:03 

 

 

 

0:45 

 

 

5 

 第二回臨時会  4/9       (1) 1 

 

1:00 

 

 

 

0:12 

 

 

 

 

1 

 第三回臨時会  5/7       (1) 1 

 

 

 

0:58 

 

0:16 

 

 

3 

  第二回定例会  6/8～6/24   (17) 6 

 

 

14:06 

 

 

 

9:02 26 

 第四回臨時会  7/17      (1) 1 

 

6:19 

 

 

 

1:28 

 

 

5 

  第三回定例会  9/1～9/24   (24) 6 16:33 

 

12 

11:11 22 

 第五回臨時会  11/27      (1) 1 1:04 0:23 1 

 第四回定例会  12/7～12/22  (16) 6 

 

16:58 12:17 21 

計  (85) 28 

 

76:27 50:45 139 

                         ＊傍聴人員は報道関係も含む  
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（３）議 決 結 果 
 
 

 令４ 令３ 令２ 

 

 

令元 

 

平３０ 

 

付 
 
 
 

 

議 
 
 
 

 

事 
 
 
 
 

件 

予  算 ３１ ３０ ２８ ２８ ２６ 

条 

例 

案 

議 員 提 出 １ ４ ３ － １ 

市 長 提 出 ２１ １７ ３０ ５２ ２８ 

議 決 案 ８ ７ ７ ４ ６ 

同 意 １０ １２ ４ ９ １２ 

認 定 ５ ５ ６ ６ ６ 

承 

認 

予 算 ３ １ － － － 

条 例 ４ ３ １ ３ ３ 

契約その他 － － ２ ２ － 

諮 問 案 ２ ４ １ ２ ４ 

会 議 規 則 案 － １ － － － 

意 見 書 案 １ １ ５ ４ ３ 

決 議 案 － ２ ３ － － 

計 ８６ ８７ ９０ １１０ ８９ 

議 
 

決 
 

態 
 

様 
 

別 

原 案 可 決 ８４ ８７ ８９ １０８ ８９ 

修 正 可 決 － － － － － 

否 決 ２ － １ ２ － 

撤 回 － － － － － 

継 続 審 査 － － － － － 

審 議 未 了 － － － － － 

計 ８６ ８７ ９０ １１０ ８９ 

 

 



 - 27 - 

（４）委員会・全員協議会の開催状況                                    （単位：日） 
 

年 

別 

会議の名称 常  任  委  員  会 
議 
会 
運 
営 
委 
員 
会 

特別 

委員会 

 

全 

員 

協 

議 

会 

 

開 催 状 況 
総務 

産業 

生活 

文教 

予算 

決算 行政 
地方創生 

まちづくり 

 

令 

和 

４ 

年 

会期中 Ａ － － － 24 9 － 6  

閉会中 Ｂ － － － 12 14 － 13 

計 Ａ＋Ｂ － － － 36 23 － 19 

管外行政視察 Ｃ － － － 0 1 － － 

合計 Ａ＋Ｂ＋Ｃ － － － 36 24 － 19 

管 内 視 察 － － － 5 0 － － 

令 

和 

３ 

年 

会期中 Ａ － － － 25 8 － 8 

閉会中 Ｂ － － － 15 13 － 18 

計 Ａ＋Ｂ － － － 40 21 － 26 

管外行政視察 Ｃ － － － 0 － － － 

合計 Ａ＋Ｂ＋Ｃ － － － 40 21 － 26 

管 内 視 察 － － － 4 － － － 

令 

和 

２ 

年 

会期中 Ａ － － － 25 6 － 5 

閉会中 Ｂ － － － 7 10 － 15 

計 Ａ＋Ｂ － － － 32 16 － 20 

管外行政視察 Ｃ － － － 1 － － － 

合計 Ａ＋Ｂ＋Ｃ － － － 34 16 － 20 

管 内 視 察 － － － 3 － － － 

 



 - 28 - 

 （５）請願・陳情の処理状況                                   （単位：件） 
 
 

 

区 分 

請 願 陳 情 

令 

和 

４ 

年 

令 

和 

３ 

年 

令 

和 

２ 

年 

令 

和 

元 

年 

平 

成 

30 

年 

令 

和 

４ 

年 

令 

和 

３ 

年 

令 

和 

２ 

年 

令 

和 

元 

年 

平 

成 

30 

年 

 

採    択 － 1 － － － － － － 1 2 

一 部 採 択 － － － － － － － － － － 

趣 旨 採 択 － － － － － － － － － － 

不  採  択 － 1 － － － － － － － － 

取 り 下 げ － － － － － － － － － － 

審 議 未 了 － － － － － － － － － － 

翌年へ継続 － － － － － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － － － － － 

総 件 数 0 2 0 0 0 0 0 0 1 2 
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６ 一般質問・質疑等議会運営 

 

 一 般 質 問 質 問 形 態 個人質問（代表質問はなし） 

通 告 方 法 

議長にその要旨を文書で通告。電話やFAX又は同僚議員 
にことづけることは、議長裁量にもよるが、怪我・病気 
等の理由もあり、本人の質問の意向を汲んで、内容等が 
把握できるなら可としている。 

通 告 期 限 
議会運営委員会開催後から本会議開会日翌日の午前 
１１時まで 

質問の内容 質問の要旨をなるべく詳細に明記する。件数の制限なし 

発言の順序 締切日時をもって受付順に抽選をし、順番を決定 

質問方式 
及び時間制限 

一問一答方式 答弁時間を含めた６０分以内とする。 
但し、議長が認めた時はこの限りでない。 
（会派持時間制は実施していない） 

会期中の質問 一回限り 

質問の時期 提出議案の委員会付託後（委員会の審査前となる） 

登 壇 １回目は登壇、２回目からは質問席で行う 

日 程 概ね開会２日目から１～３日間 

人 数 

（延 べ） 

平成29年23人、平成30年31人、令和元年31人 
令和 2年31人、令和 3年29人、令和 4年23人 

関 連 質 問 特に定めなし 

 質   疑 
通 告 期 限 

議会運営委員会開催後から本会議開会日翌日の午前 
１１時まで 

質問方式 
及び時間制限 

一問一答方式 答弁時間を含めた６０分以内とする。 
但し、議長が認めた時はこの限りでない。 

質疑の順番 受付順とし、議長が決定する 

 討   論 通 告 期 限 討論する日の前日の午前１１時までに通告書を提出 

時 間 制 限 なし 

討論の順番 議長一任 

予算の審査 歳入・歳出 行政常任委員会に付託 
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決算の審査 歳入・歳出 行政常任委員会に付託 

委 員 会 
公 開 

原則非公開だが、秘密会以外は公開としており、報道機 
関の取材は慣例で許可している。傍聴は委員長の許可。 

委員長報告 
付託議案について審査の経過と結果を要点報告。 
(委員長が作成） 

説明員の出席 
課長ほか担当職員（委員長より出席要求があれば 
二役出席、通常待機） 

会期中の開催 原則一日一常任委員会 

議 会 運 営 

委 員 会 

開催の時期 議会開会７日前に開催。その他必要に応じて開催。 

条 例 化 平成３．１２．２施行 (任期１年） 

定数と構成 
（申し合わせ） 

定数５人 無会派５人（R5.8.1現在） 

選 出 方 法 議長が会議にはかって指名する。 

所属外議員 
へ の 扱 い 

議会運営委員会後に開催する全員協議会で、議長におい 
て事務局長に会期・審議の内容等を報告させている。 

全員協議会 
開 催 時 期 

議会開会７日前の議会運営委員会後に開催。その他必要 
に応じて開催。人事案件及び市政懸案事項等を協議する。 

公 開 
原則非公開だが秘密会以外は公開としており、報道機関 
の取材は慣例で許可している。傍聴は議長の許可。 

広 域 組 合 

議 会 等 

 
紀北広域連合       議員 ６人 (尾鷲市・紀北町の１市１町で組織) 

三重紀北消防組合        議員 ４人 (尾鷲市・紀北町の１市１町で組織) 

東紀州環境施設組合   議員 ２人（尾鷲市・熊野市・紀北町・御浜町 

及び紀宝町の２市３町で組織） 

任 期 正･副議長 １年（申し合わせ） 

正･副委員長 １年（申し合わせ） 

 
委員 議員の任期 
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執 行 部 の 

出 席 
本 会 議 市長、副市長、教育長、代表監査委員、各課長 

委 員 会 
課長ほか担当職員（委員長より出席要求があれば 
二役出席、通常待機） 

人事案件の 
審 議 等 

全員協議会で協議の上、本会議初日に提案説明、質疑の後同日採決 

（案件によっては委員会付託有り） 

議席の決定 抽選（会派を考慮し、隣り合わせに交替したことがある） 

議会の放映 
エリアワンセグ…本会議とすべての委員会を生中継、 

一般質問のみ後日録画を２回放送。 
インターネット…本会議とすべての委員会をYouTubeにて生中継。 

請願・陳情 
受 付 期 限 特にないが、議会開会前の議会運営委員会までに提出を 

お願いしている。 

審 査 方 法 各所管委員会に付託 

紹介議員の 

取 扱 い 

正・副議長及び所管委員会の正・副委員長は紹介議員と 

ならない旨申し合わせている。 

紹介議員の 

説   明 
必要に応じて 

処 理 状 況 
請願：平成28年 ０件（採択０） 

平成29年 １件（採択１） 
平成30年 ０件（採択０） 
令和元年 ０件（採択０） 
令和２年 ０件（採択０） 
令和３年 ２件（採択１） 
令和４年 ０件（採択０） 

 
陳情：平成28年 ０件（採択０） 

    平成29年 ０件（採択０） 
    平成30年 ２件（採択２） 
    令和元年 １件（採択１） 
    令和２年 ０件（採択０） 
    令和３年 ０件（採択０） 
    令和４年 ０件（採択０） 

 議 会 報 等 議 会 要 覧（年１回） 
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７ 報酬及び費用弁償 
 
 （１）議員・二役等の報酬（月額）                                （単位：千円） 
 

改定年月 実施年月 議 長 副議長 議 員 市 長 副市長 教育長 

平  1. 6 平  1. 4 360 300 280 760 － 552 

平  3. 9 平  3. 4 390 325 300 810 － 589 

平  5. 6 平  5. 4 410 340 310 840 － 610 

平  7. 6 平  7. 4 430 357 325 880 － 640 

平  9. 3 三役のみ改定 430 357 325 910 － 660 

平 15. 3 平 15. 4 425 353 321 900 － 653 

平 18.12 平 19. 4 425 353 321 900 712 653 

                              ※常任・特別・議運の各正副委員長の規程なし 
 ●各期末手当の額 

                                                      315 
      ◎ 年間額    報酬月額   ×    （1＋0.20） × 
                                   役職加算         100 
                            157.5                157.5 
      ◎ 内 訳   ６月期末           １２月期末 
                            100                 100         
          

○平成31年4月1日 上記算定式に変更                     
                                   
（２）管外行政視察旅費（一人当たり上限額）                     （単位：円） 

 区  分 常 任 委 員 会 特 別 委 員 会 議会運営委員会  

 平成    ５      ９５，０００       ８５，０００      ３０，０００ 

     ６・７      ８５，０００       ７５，０００      ３０，０００ 

     ８・９      ８５，０００       ７５，０００      ８５，０００ 

       １０      ８５，０００       ８５，０００      ８５，０００ 

 １１～１３      ８５，０００       ７５，０００      ７５，０００ 

 １４～２１    １１０，０００ －      ７５，０００ 

 ２２～２７    １００，０００ －      ５５，０００ 

 
 ２８   １００，０００ ７５，０００ ５５，０００ 

 

 
 ２９～令和５    １００，０００ －      ５５，０００ 

 

 
＊管外行政視察は年一回を原則とする。 
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（３）旅 費 
 

   ○市内旅費（平成18年7月より廃止） 

   中心部（旧尾鷲地区）以外の公共交通機関利用地区から、本会議・各常任 
委員会、議運、各特別委員会に出席する議員に対し、支給基準に定める旅費 
（交通費）額を支給する。 

 
 

   ○市外旅費 （ ）内は政令指定都市 

 宿泊料  県内12,000円  県外13,000円（14,500円） 

 ※職員 県内11,000円  県外12,000円（13,500円） 

 日 当 議 員 

距  離 日帰り日当 １泊以上（１日） 

県 

外 

100ｷﾛ以上 150ｷﾛ未満 2,400円 2,400円 

150ｷﾛ以上 3,000円(3,600円) 2,400円(3,000円) 

 一般職員  

距  離 日帰り日当 １泊以上（１日） 
 

県 

外 

  100ｷﾛ以上 150ｷﾛ未満 2,000円 2,000円 

 150ｷﾛ以上 2,600円(3,200円) 2,000円(2,600円) 

 市長、副市長、教育長 

距  離 日帰り日当 １泊以上（１日） 

県 

外 

  100ｷﾛ以上 150ｷﾛ未満 2,400円 2,400円 

 150ｷﾛ以上 3,000円(3,600円) 2,400円(3,000円) 

※県内及び県外100ｷﾛ未満の日当支給なし 

 
（４）費用弁償 

      平成18年7月1日より廃止 
 

（廃止前は、本会議、各常任委員会、議会運営委員会、各特別委員会に出席した者に 
対し、１日1,000円を支給。（平成13年4月1日より施行、平成18年7月1日より廃止）） 

 

（５）政務活動費  

平成25年4月1日より、それまでの政務調査費から政務活動費となる。 

市財政の状況に鑑み、平成30年度より支給廃止 

      （廃止前は、年間 一人当たり  150,000円） 
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８ 行政視察の受け入れ状況 

 
 
（ブロック別）                                      （ ）はうち会派の視察件数・人数 
 

     地区 

 年別 
北海道 東 北 

関 東 

甲信越 

東 海 

北 陸 
近 畿 中 国 四 国 

九 州 

沖 縄 
合 計 

平成 
25 

件  1（1） 1（1）    1  3（2） 

人  6（6） 1（1）    ７  14（7） 

26 

件   2（1） 2（1） 1（1）    5（3） 

人   13（5） 9（1） 4（4）    26（10） 

27 

件   2（1） 2（1）  2（1） 2 1 9（3） 

人   11（4） 11（2）  13（4） 13 10 58（10） 

28 

件  1  5 1（1）    7（1） 

人  5  52 2（2）    59（10） 

29 

件    7（4）    1 8（4） 

人    40（17）    4 44（17） 

30 

件    2 1（1）    3（1） 

人    10 5（5）    15（5） 

令和

元 

件    3 1    4（1） 

人    29（4） 3    32（4） 

２ 

件    2     2 

人    6     6 

３ 

件    1     1 

人    1     1 

４ 

件    2     2 

人    15     15 

 
 



９  議会費当初予算

令和3年度

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

１  報　　　　 酬 40,157 41.1 40,157 40.4 41,897 38.3

議長・副議長・議員 40,157 40,157 41,897

２  給　　 　　料 13,654 14.0 14,699 14.8 14,515 13.3

職員給料 12,095 13,221 12,915

会計年度任用職員報酬 1,559 1,478 1,600

３  職員手当等 18,941 19.4 19,192 19.3 21,545 19.7

　　　　　扶養手当他 6,093 6,344 6,877

時間外勤務手当 200 200 200

議員期末手当 12,648 12,648 14,468

４　 共　済　費 16,261 16.6 17,007 17.1 21,346 19.5

 職員共済組合負担金 3,809 4,263 4,043

議員共済組合負担金 12,264 12,534 16,995

社会保険料及び雇用保険料 188 210 308

８　 報　償　費 80 0.1 0 0.0 80 0.1

　　　　報 　償 　費 80 0 80

９　 旅　　　 費 2,790 2.9 2,460 2.5 2,711 2.5

議長会関係他 858 690 710

費用弁償 1,932 1,770 2,001

１０ 交　際　費 300 0.3 300 0.3 300 0.3

慶 弔 費 他 300 300 300

１１ 需　用　費 789 0.8 739 0.7 1,081 1.0

　　　　　消 耗 品 費 626 626 887

　　　　食 　糧 　費 7 9 9

　　　　　　　印刷製本費 56 54 134

修繕費 100 50 51

１２ 役　務　費 139 0.1 139 0.1 201 0.2

通信運搬費 29 29 29

広　 告 　料 110 110 110

手数料 0 0 62

１３ 委　託　料 2,096 2.1 1,870 1.9 2,002 1.8

会議録反訳等 1,964 1,870 1,870

マイク等設備点検 132 0 132

１４ 使用料及び賃借料 2,123 2.2 2,395 2.4 2,441 2.2

複合機使用料 36 36 36

車 借 上 料 6 6 6

回線使用料 1,064 1,322 1,382

ペーパーレス会議システム利用料 990 990 990

官報情報サービス使用料 27 27 27

ソフトウェア使用料 0 14 0

１８　備品購入費 0 0.0 0 0.0 682 0.6

備品購入費 0 0 682

１９ 負担金、補助及び交付金 424 0.4 472 0.5 473 0.4

全国市議会議長会負担金 306 306 306
全国自治体病院経営都市議会協議会負担金 18 18 18

東海市議会議長会負担金 31 79 79

東海市議会事務研究会負担金 4 4 4

三重県市議会議長会負担金 17 17 18

三重県市議会事務研究会負担金 2 2 2

木曜会負担金 12 12 12

全国市議会議長会研究フォーラム負担金 10 10 10

中南勢都市議会議長会負担金 24 24 24

政務活動費（旧.政務調査費） 0 0 0

計 97,754 100.0 99,430 100.0 109,274 100.0

令和5年度
区　　　　　　　分

令和4年度

単位：千円、％
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10 公社、委員会、協議会等への議会参画状況 
 
 

組 織 ・ 団 体 名 代 表 者 議 会 関 係 所管課 
 

尾鷲市上北山村開発促進協議会 会長:尾鷲市長と 

村長交互 

議 長：委 員 

副議長：委 員 

 行政常任委員会正副委員長：委員 

政策調整課 

 尾鷲市幹線道路建設促進同盟会 会長:尾鷲市長  議 長：副会長 

 副議長：会 員 

 行政業常任委員会委員長：委員 

建設課 

 熊野尾鷲道路建設促進期成同盟会  会長:熊野市長  議 長：会 員 建設課 

 国道169号改良促進連絡協議会  会長:熊野市長  議 長：委 員 

 副議長：委 員 

 行政常任委員会正副委員長：委員 

建設課 

 国道425号整備促進期成同盟会 会長:尾鷲市長 議 長：会 員 

 行政常任委員会委員長：会員 

建設課 

 尾鷲市都市計画審議会  会長:民   間  議 長：委 員 

行政常任委員会正副委員長：委員 

建設課 

 尾鷲市防災会議 会長:尾鷲市長  議 長：委 員 防災危機管理課 

 尾鷲市水道水源保護審議会 会長:民   間  議 長：委 員 

行政常任委員会正副委員長：委員 

 ※Ｈ３０年度例外 

 

水道部 

 尾鷲市交通安全対策協議会 会長:尾鷲市長  議 長：顧 問 防災危機管理課 

 尾鷲市民生委員推薦会（３年毎）   行政常任委員会委員長：委員 福祉保健課 
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組 織 ・ 団 体 名 代 表 者 議 会 関 係 所管課 
 

 尾鷲市奨学金貸与選考委員会 会長:尾鷲市長  議 長：委 員 

 行政常任委員会委員長：委員 

教育委員会 

 尾鷲総合病院運営懇話会 会長:尾鷲市長  議 長：委 員 

 行政常任委員会委員長：委員 

総合病院 

 旅館建築審査会  行政常任委員会正副委員長：委員  

 尾鷲湾濁水問題協議会  議長：委員 

行政常任委員会委員長：委員 

 

 中南勢都市議会議長会   津市、松阪市、伊勢市、 

鳥羽市、志摩市、熊野市、 

尾鷲市 

 

 三重県市議会議長会   議 長：会 員  

 東海市議会議長会   議 長：理 事  

全国市議会議長会  議 長：会 員  

 市議会議員共済会  議 長：会 員  

 全国自治体病院経営都市議会協議会   議 長：会 員  

全国森林環境税創設促進議員連盟  議 長：会 員  
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  尾鷲市議会申合せ事項 
 

 
平成 ８年１１月２５日（月） 
平成１０年１２月 ３日（木） 
平成１１年 ３月３１日（水） 
平成１２年 ５月 １日（月）全員協議会で確認 
平成１３年 ２月２６日（月）全員協議会で確認 
平成１４年１２月１９日（木）全員協議会で確認 
平成１７年１１月２４日（木）全員協議会で確認 
平成１８年１２月 １日（金）全員協議会で確認 
平成１９年１１月２６日（月）全員協議会で確認 
平成２１年 ６月 ２日（火）全員協議会で確認 
平成２１年 ８月１１日（火）全員協議会で確認 
平成２１年１１月２４日（火）全員協議会で確認 
平成２５年 ２月１９日（火）全員協議会で確認 
平成２５年 ６月１８日（火）全員協議会で確認 
平成２５年 ７月 ３日（水）全員協議会で確認 
平成２６年１１月２５日（火）全員協議会で確認 
平成２９年 ６月１６日（金）全員協議会で確認 
平成３０年 ２月１９日（月）議員懇談会で確認 
平成３０年 ５月２９日（火）全員協議会で確認 
令和 ２年 ６月 ２日（火）全員協議会で確認 
令和 ３年 ４月 ２日（金）全員協議会で確認 
令和 ３年 ６月１１日（金）全員協議会で確認 
令和 ４年 ８月 ４日（木）全員協議会で確認 
令和 ５年 ５月２４日（水）全員協議会で確認 

 

 
 
議 長  ＊任期は１年とする。但し、再選は妨げない。 
 
副 議 長  ＊任期は１年とする。但し、再選は妨げない。 
       

監査委員  ＊任期は１年とする。但し、再選は妨げない。 

      

常任委員会正副委員長 

      ＊任期は１年とする。ただし、再選は妨げない。 
 
議会運営委員会 ５人 

      ＊行政常任委員長、他の４人は協議の上決定する。 

＊正副議長はオブザーバーとする。 

 
紀北広域連合議会議員 ６人 
      ＊議長、行政常任委員長、他の４人は選挙する。 

 

紀北広域連合監査委員 １人  ＊行政常任委員長 
 
三重紀北消防組合議会議員 ４人 

      ＊議長、行政常任委員長、他の２人は選挙する。 

 
東紀州環境施設組合議会議員 ２人 

      ＊議長、行政常任委員長 
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一般質問について 

      ＊一般質問方式は、一問一答方式とする。 

      ＊一問一答方式の回数は制限なしとする。 

      ＊会期中の一般質問は１回限りとする。 

      ＊発言時間は、答弁時間を含めた６０分以内とする。ただし、議長が認めるときは 

       この限りでない。 

      ＊通告書には質問の要旨を具体的に明記する。 

＊質問の要旨は、執行部がおおよその答弁の準備ができる内容とする。 

      ＊通告書の受付は、議会運営委員会閉会後から本会議開会翌日の午前１１時まで 
とする。 

      ＊一般質問の順位は締切日時をもって抽選とする。 

 

議案に対する質疑について 

      ＊質疑方式は、一問一答方式とする。 

      ＊一問一答方式の回数は制限なしとする。 

      ＊発言時間は、答弁時間を含めた６０分以内とする。ただし、議長が認めるときは 

       この限りでない。 

      ＊通告書の受付は、議会運営委員会閉会後から本会議開会翌日の午前１１時まで 

       に口頭または通告書で議長に通告するものとする。 

      ＊質疑の順位は、原則として受付順とし、議長が決定する。 

 
陳情について 

      ＊提出者が市内の場合は請願書の例により処理するものとする。 

      ＊提出者が市外の場合は要望書と同様の扱いをする。 

      ＊議長裁量により、議会運営委員会に諮ることができる。 

 
その他   ＊会議録署名議員の順序は議席１番から順次 

      ＊選挙の開票立会人の順序は議席１０番から逆順序 

      ＊請願書の紹介議員には議長、副議長、所管の正副委員長を除く 

 
メ モ   ＊全員協議会での監査委員選挙の開票立会人の順序は議席１番から順次 

 


